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〈はじめに〉 

 

本報告書は「持続可能なツーリズム先進地域・関西を目指して」研究会による

2022年度の研究やシンポジウムの成果をまとめたものである。 

本研究会はもともとインバウンドに関する基礎的研究に加えて実践的なインバウ

ンド戦略策定の議論に重点を置いてきた。しかしコロナ禍によりインバウンド需要

がほぼ消滅したため、研究対象は見直しを迫られた。これらの変化を踏まえ研究対

象を観光業全般に広げ、インバウンドと国内観光全体の高付加価値化を目指す戦

略にシフトした。そのため、研究会のタイトルを「インバウンド先進地域としての関西

-持続可能な観光戦略を目指して-」から「持続可能なツーリズム先進地域・関西

を目指して」に変更した。しかし、研究会のスタイルには変化がなく、多様な研究会

参加者との議論を重視しそのフィードバックに力点を置いている。 

以下、2022 年度研究会の内容(研究会記録については本報告書の巻末を参

照)を振り返ってみよう。第 1回研究会(7月 28日)では、「拡張万博の概念」「奈

良県DMO誘客の検証」、「ブランド力見える化に向けてのアンケート調査報告」お

よび「地域と連携した取り組み」を中心に議論を行った。また「県民割への対応に

ついて」について意見交換を行った。第 2 回研究会(10 月 25 日)では、「DMO

の観光誘客の取り組みとその効果-滋賀県の事例-」と「『ブランド力』の見える

化：因子分析」を議論した。話題提供として「令和 4 年度観光関連事業について」

が説明された。第 3 回研究会(1 月 27 日)では、引き続き「DMO の観光誘客の

取り組みとその効果-滋賀県の事例-」、「UNWTO の持続可能性を意識した事例」

と「観光庁の予算推移」の議論を行った。また「中国からの訪日客への水際対策に

よる影響とその対応について」意見交換を行った。これらの成果を受け、23年3月

2 日に、シンポジウム「次世代につなぐ、持続可能なツーリズムとは～関西観光の

10 年を踏まえて～」を開催した。そこでは、UNWTO 駐日事務所副代表大宅千明

氏による講演「持続可能な観光に関する国際的な潮流と施策について」が行われ

た。それに引き続きシンポジウムでは(1)コロナ禍から得た教訓、(2)地域ブランド

力向上について、(3)SDGs または D&I を含む持続可能なツーリズムとは何かに

ついて議論した。本シンポジウムで得られた知見をもとに、次年度の研究の総仕上

げを目指したいと考えている。 

最後に、本研究会に参加していただいた皆様の積極的な議論に感謝する。また

国土交通省近畿運輸局にはデータ利用や共同研究について助力をいただいた。

記して感謝する。 

 

2023年 5月 
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概要 
 

本稿はアジア太平洋研究所プロジェクト、「持続可能なツーリズム先進地域・関西

を目指して」研究会の 2022年度活動報告書である。本報告書は、以下の 3つのパ

ートから構成されている。 

 

第 1編(数量分析編)では、2022年度のインバウンド及び国内観光に関する基

礎統計分析のレポートを整理した。ここでは当研究所が月次ベースで発表している

『都道府県別訪日外客と訪問率』を取り上げている(第 1章)。 

 

第 2編(研究レポート編)は、主に APIR Trend Watch に掲載されたインバウン

ド関連の研究レポートをまとめたものである。第 2章及び 3章では、地域づくりをリ

ードする DMOの誘客の取り組みとその効果をテーマに取り上げ、マーケティング・マ

ネジメントアリアに着目した分析を、奈良県と滋賀県を例にとって行っている(Trend 

Watch No.82 と No.84)。また第 4章ではブランド力指標作成に向けたアンケー

トの因子分析とその結果が報告されている。 

 

第 3篇(シンポジウム編)の第 5章では、これまでの研究成果をもとに、今後のツ

ーリズム振興に向けた課題を共有するために開催されたシンポジウム「次代につな

ぐ、持続可能なツーリズムとは ～関西観光の 10年を踏まえて～」の内容が紹介さ

れている。またそれに先立って、APIRによる関西の観光 10年を振り返った基調報

告に続いて、国連世界観光機関（UNWTO）駐日事務所副代表大宅千明氏による講

演(「持続可能な観光に関する国際的な潮流と施策について」)の内容が紹介されて

いる。シンポジウムのパネルディスカッションでは、(1)コロナ禍から得た教訓と今後

の課題、(2)地域ブランド力向上への取り組み（プレイス・ブランディング）、

(3)SDGsまたは D&Iを含む持続可能なツーリズムとは何かという３つの論点で議

論が行われた。 

 

 

2023年 3月 

一般財団法人 アジア太平洋研究所 

「持続可能なツーリズム先進地域・関西を目指して」研究会 

リサーチリーダー 稲田 義久 

（研究統括兼数量経済分析センター長／甲南大学名誉教授） 
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第１章 関西インバウンド基礎統計（2022年度版） 
 

稲田 義久 

野村 亮輔 

はじめに 

当研究所ホームページにて毎月公表している「Kansai Economic Insight 

Monthly」の「関空モニター」の項や「都道府県別訪日外客数と訪問率」においてイ

ンバウンド並びに国内旅行関係の基礎データを発表してきた。COVID-19 感染拡

大以降、厳格な水際対策により訪日外客は途絶した状況であった。しかし、2022 年

10 月以降、日本における水際対策が大幅緩和されたことでインバウンド需要は足下

において急速に回復しつつある。 

また国内旅行需要も、COVID-19の感染状況が落ち着きをみせ始めたこともあり、

2022 年 10 月から開始された「全国旅行支援事業」によりコロナ禍前を回復しつ

つある。以下では月次レポートの「都道府県別訪日外客数と訪問率 2 月レポート 

No.45」を取り上げ、コロナ禍におけるインバウンド需要並びに国内旅行需要に関係

する基礎データを用いて分析を行った。 

 

 

1. 都道府県別訪日外客と訪問率：2月レポート No.45 

1.1. ポイント：2023年 3月発表データのレビュー：JNTO 訪日外客数 

JNTO訪日外客統計によれば(図 1-1及び表 1-1)、2月の訪日外客総数(推計

値)は 147万 5,300人となった(前月：149万 7,300人)。2019年同月比では

-43.4%(前月：同-44.3％)と、回復基調が続いている。また、1-2 月期では 297

万 2,600 人と、爆買いが始まった 15 年 1-2 月期の水準(260 万 5,375 人)を

上回るペースとなった。 

2 月の出国日本人数は 53 万 7,700 人と前月(44 万 3,104 人)から増加し、

50万人超の水準まで回復した(19年同月比-65.0%)。 

訪日外客数のトップ5を国・地域別にみると(図1-2及び表1-1)、韓国が56万

8,600人(2019年同月比-20.6%)と最多で、2カ月連続で 50万人超の水準と

なった。次いで台湾 24 万 8,500 人(同-37.8%)、香港 11 万 9,800 人(同-

33.4%)、米国 8万 9,600人(同-6.2%)、タイ 7万 3,300人(同-32.0%)と続

く。 

目的別訪日外客総数(暫定値)をみれば(図 1-2及び表 1-2)、12月は 137万

114人となった(2019年同月比-45.8%)。うち、観光客は 125万 2,391人と、

20 年 1 月(228 万 7,755 人)以来、100 万人を超えた(同-45.4%)。商用客は

5万 1,942人(同-58.2％)、その他客は 6万 5,781人(同-40.3%)であった。 
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2022年通年の目的別訪日外客総数(暫定値)は、383万 2,110人、19年比-

88.0%となった。うち、観光客は水際対策の大幅緩和が影響し、248 万 7,835 人

と前年(6 万 6,387 人)から大幅増加した(同-91.2％)。また、商用客は 42 万

2,361人(同-76.0%)、その他客は 92万 1,914人(同-50.6%)であった。 

12 月の観光客の TOP5 を国・地域別にみれば(図 1-3 及び表 1-2)、韓国が

43万7,570人(2019年同月比+108.1％)と最多で、コロナ禍前の 2019年の

月平均ペース(41 万 9,745 人)を上回った。次いで台湾が 16 万 3,739 人(同-

50.7％)、香港が 13 万 9,621 人(同-43.2％)、米国が 9 万 9,693 人(同-

20.2％)、タイが 8万 463人(同-49.9％)と続く。 

先行きの訪日外客数の回復については、訪日中国人客の動向が重要となろう。こ

れまで中国との直行便の到着は成田空港、羽田空港、関西国際空港、中部国際空港

の 4空港に限定されていたが、水際対策緩和に伴い、3月 1日以降、上記空港以外

の入国も認められた。加えて、成田空港、羽田空港などで中国-日本間の直行便の復

便や増便も予定されている。このため今後、訪日中国人客数の回復が期待されよう。 

 
(注) 2021年まで確定値、22年は暫定値、23年 1-2月は推計値 

(出所):日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」より筆者作成 

図 1-1 訪日外客数推移 
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(注) 「観光客」とは、短期滞在の入国者から「商用客」を引いた入国外国人で、親族友人訪問を含んでいる。「その他客」とは、観光、商用目的

を除く入国外国人で、留学、研修、外交・公用などが含まれる。 

(出所) 日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」より筆者作成 

図 1-2 目的別訪日外客数推移 

 

 
(出所) 日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」より筆者作成 

図 1-3 国・地域別コロナ禍前の水準比較：観光客： 

22年 12月 
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表 1-1 2023年 2月 訪日外客数 (JNTO推計値) 

 
(出所) 日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」より筆者作成 

 

表 1-2 2022年 12月 目的別訪日外客数 (JNTO暫定値) 

 
(出所) 日本政府観光局(JNTO)「訪日外客数」より筆者作成 

 

2019年 2023年 2019年 2023年

2月 2月 1-2月 1-2月

総数 2,604,322 1,475,300 -43.4 5,293,661 2,972,600 -43.8

総数(中国除く) 1,814,899 1,388,800 -23.5 3,678,164 2,802,200 -23.8

韓国 715,804 568,600 -20.6 1,495,187 1,133,800 -24.2

中国 723,617 36,200 -95.0 1,478,038 67,400 -95.4

台湾 399,829 248,500 -37.8 787,327 507,800 -35.5

香港 179,324 119,400 -33.4 333,616 271,300 -18.7

タイ 107,845 73,300 -32.0 200,494 136,700 -31.8

シンガポール 26,102 27,100 3.8 48,778 53,800 10.3

マレーシア 36,660 32,000 -12.7 68,059 59,100 -13.2

インドネシア 24,622 26,800 8.8 57,099 49,400 -13.5

フィリピン 35,170 33,900 -3.6 71,157 63,600 -10.6

ベトナム 39,377 55,800 41.7 74,752 107,300 43.5

インド 9,071 7,100 -21.7 21,539 16,100 -25.3

豪州 47,658 37,700 -20.9 128,721 90,300 -29.8

米国 92,669 86,900 -6.2 195,860 175,000 -10.7

カナダ 23,883 19,000 -20.4 46,176 37,700 -18.4

メキシコ 2,889 2,300 -20.4 6,504 4,600 -29.3

英国 23,554 15,600 -33.8 45,108 30,700 -31.9

フランス 17,397 12,300 -29.3 32,717 22,100 -32.5

ドイツ 13,384 9,300 -30.5 24,742 16,700 -32.5

イタリア 5,897 4,600 -22.0 11,930 8,900 -25.4

ロシア 4,533 3,300 -27.2 8,915 6,400 -28.2

スペイン 5,601 1,400 -75.0 11,917 3,000 -74.8

中東地域 3,630 3,900 7.4 7,566 7,900 4.4

その他 65,806 50,300 -23.6 137,459 103,000 -25.1

国・地域

総数　　Total 総数　　Total

伸率(%) 伸率(%)

2019年 2022年 2019年 2022年 2019年 2022年 2019年 2022年

12月 12月 12月 12月 12月 12月 12月 12月

総数 2,526,387 1,370,114 -45.8 2,292,029 1,252,391 -45.4 124,260 51,942 -58.2 110,098 65,781 -40.3

韓国 247,959 456,165 84.0 210,261 437,570 108.1 22,621 11,665 -48.4 15,077 6,930 -54.0

中国 710,234 33,567 -95.3 645,786 22,466 -96.5 32,067 4,534 -85.9 32,381 6,567 -79.7

台湾 348,269 170,159 -51.1 332,446 163,739 -50.7 10,054 4,153 -58.7 5,769 2,267 -60.7

香港 249,642 141,314 -43.4 245,797 139,621 -43.2 2,847 1,112 -60.9 998 581 -41.8

タイ 164,936 82,997 -49.7 160,472 80,463 -49.9 2,496 1,272 -49.0 1,968 1,262 -35.9

シンガポール 100,376 67,043 -33.2 97,736 65,699 -32.8 2,300 1,192 -48.2 340 152 -55.3

マレーシア 78,250 36,228 -53.7 75,655 34,938 -53.8 1,807 905 -49.9 788 385 -51.1

インドネシア 59,203 34,411 -41.9 54,273 28,874 -46.8 1,989 1,086 -45.4 2,941 4,451 51.3

フィリピン 81,542 39,953 -51.0 75,778 35,189 -53.6 2,083 1,574 -24.4 3,681 3,190 -13.3

ベトナム 30,606 28,197 -7.9 10,055 8,800 -12.5 2,766 1,787 -35.4 17,785 17,610 -1.0

インド 11,739 7,447 -36.6 5,264 3,348 -36.4 3,839 2,126 -44.6 2,636 1,973 -25.2

豪州 72,653 41,835 -42.4 68,892 39,842 -42.2 2,052 1,015 -50.5 1,709 978 -42.8

米国 144,498 109,484 -24.2 124,956 99,693 -20.2 14,447 7,004 -51.5 5,095 2,787 -45.3

カナダ 35,132 20,610 -41.3 32,839 19,559 -40.4 1,401 614 -56.2 892 437 -51.0

メキシコ 6,499 2,497 -61.6 6,138 2,274 -63.0 224 142 -36.6 137 81 -40.9

英国 27,750 15,297 -44.9 22,695 12,987 -42.8 3,397 1,365 -59.8 1,658 945 -43.0

フランス 20,261 10,770 -46.8 16,403 8,787 -46.4 2,473 1,284 -48.1 1,385 699 -49.5

ドイツ 13,639 7,745 -43.2 9,799 5,756 -41.3 2,954 1,491 -49.5 886 498 -43.8

イタリア 11,196 4,930 -56.0 9,662 4,172 -56.8 1,163 541 -53.5 371 217 -41.5

ロシア 8,833 1,583 -82.1 7,032 1,095 -84.4 1,259 230 -81.7 542 258 -52.4

スペイン 7,295 3,485 -52.2 6,509 3,020 -53.6 495 274 -44.6 291 191 -34.4

中東地域 5,554 4,764 -14.2 4,504 4,135 -8.2 747 478 -36.0 303 151 -50.2

その他 90,321 49,633 -99.5 69,077 30,364 -99.6 8,779 6,098 -99.3 12,465 13,171 -98.9

国・地域

総数 Total 観光客 Tourism 商用客 Business その他客 Others

伸率(%) 伸率(%) 伸率(%) 伸率(%)
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1.2. トピックス 1：2月関西の財貨・サービス貿易及び 1月のサービス産業動向 

関西 2 月の輸出は前年同月比+5.1%と 2 カ月ぶりに増加した(図 1-4)。また、

輸入額は同+0.2%と 25 カ月連続の増加だが、伸びは小幅にとどまった(前月：同

+7.3%)。結果、関西の貿易収支は+2,527 億円と 2 カ月ぶりの黒字となった(同

+45.3%)。ただし、前月は春節休暇の影響で大幅な赤字であったため、1-2 月を

均してみれば、-139億円の小幅赤字となっている。 

対中貿易動向をみると(図 1-5)、関西 2月の対中輸出は前年同月比-4.4%と 2

カ月連続で減少した(前月：同-12.4％)。また、対中輸入は同-0.8％と 10 カ月ぶ

りの減少(前月：同+2.9％)。輸出減に寄与した品目は非鉄金属、コンデンサー等で、

輸入減に寄与した品目は衣類及び同附属品、事務用機器等であった。 

 

 
(出所) 「大阪税関貿易速報資料：近畿圏」より筆者作成 

図 1-4 関西 対世界貿易の推移 

 

 
(出所) 「大阪税関貿易速報資料：近畿圏」より筆者作成 

図 1-5 関西 対中貿易の推移 
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2 月の関西国際空港(以下、関空)への訪日外客数は 36 万 9,191人と、3 カ月

連続で 30 万人超の水準となった。2019 年同月比では-45.3%と前月(同-

45.4%)とほぼ同程度落ち込みであった。1-2月期では 74万 8,489人となり、全

国と同様に 15年 1-2月期の水準(62万 4,459人)を上回っている。また、2月の

日本人出国者数は 8 万 8,078 人で、前月(6 万 3,437 人)から増加した。2019

年同月比では-71.2%と、11 カ月連続で減少幅は縮小しているが(前月：同-

78.0%)、インバウンド需要に比してアウトバウンド需要の回復のペースは依然緩慢

である(図 1-6)。 

 

 
(注) 2022年 2月値は速報値 

(出所) 出入国管理統計より筆者作成 

図 1-6 関西国際空港 訪日外客入国者数推移 

 

1月のサービス業の活動は、対面型サービス業を中心に改善した。サービス業の生

産活動を示す第 3次産業活動指数(季節調整済み：2015年平均=100)をみれば

(図 1-7)、1月は 100.5で前月比+0.9%上昇し、3カ月ぶりのプラスとなった(前

月：同-0.4%)。結果、1 月は 10-12 月平均比+0.6％となった(10-12 月期：前

期比+0.3％)。また、対面型サービス業指数*は 96.1 で同+5.8%上昇し、2 カ月

ぶりのプラス(前月：同-1.1%)。うち、娯楽業(同+11.6％)、飲食店、飲食サービス

業(同+8.1％)や運輸業(同+6.0%)がそれぞれ改善した。1 月の対面型サービス

業指数を 10-12 月平均と比較すれば+5.3％として好調である(10-12 月：前期

比+1.3％)。 

観光関連指数**(2015 年平均=100)は、87.0 と前月比+1.4%上昇し、2 カ

月連続のプラス(前月：同+1.8％)(図 1-7)。結果、1 月は 10-12 月平均比

+2.0％となった(10-12月期：前期比+4.9％)。 
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(注) *対面型サービス業は、運輸業、宿泊業、飲食店、飲食サービス業、その他の生活関連サービス業及び娯楽業を指す。 

**観光関連指数は第 3次産業活動指数のうち、観光庁「旅行・観光サテライト勘定」の分類に対応する、鉄道旅客運送業、道路旅客運送業、

水運旅客運送業、航空旅客運送業、旅客運送業、その他のレンタル、自動車賃貸業、宿泊業、飲食店，飲食サービス業、旅行業、映画館、劇場・

興行団の各指数の加重平均。 

出所：経済産業省「第 3次産業活動指数」より筆者作成 

図 1-7 観光関連 対面型サービス 第 3次産業：2015年=100 

 

1.3. トピックス 2：2022年 12月延べ宿泊者数の動向：関西 2府 8県 

観光庁によれば、12 月の関西 2 府 8 県の延べ宿泊者数(全体)は 9,828.6 千

人泊であった(表1-3)。2019年同月比+0.1%と前月(同-7.3%)から小幅プラス

に転じ、コロナ禍前を上回った。 

日本人延べ宿泊者数は 8,301.0千人泊、2019年同月比+12.7%と 3カ月連

続で増加した(前月：同+11.2%)(表 1-3及び図 1-8)。府県別に延べ宿泊者数を

降順にみれば、大阪府 2,875.9 千人泊、京都府 2,088.4 千人泊、兵庫県

1,210.9千人泊、三重県693.0千人泊、和歌山県362.2千人泊、滋賀県324.5

千人泊、福井県 250.4千人泊、奈良県 174.3千人泊、鳥取県 169.3千人泊、徳

島県 152.2 千人泊であった。2019 年同月比では、福井県、滋賀県、鳥取県、徳島

県を除く府県がプラスとなった。 

外国人延べ宿泊者数は 1,527.6千人泊と前月(1,155.4千人泊)から増加した。

2019 年同月比-37.7%と減少幅は前月(同-59.3%)から縮小(表 1-1 及び図

1-9)。府県別に延べ宿泊者数を降順にみれば、大阪府 839.4 千人泊、京都府

589.1千人泊、兵庫県 40.5千人泊、和歌山県 17.9千人泊、滋賀県 11.8千人

泊、奈良県 11.5千人泊、三重県 8.9千人泊、徳島県 4.5千人泊、福井県 2.0千

人泊、鳥取県 2.0 千人泊であった。2019 年同月比でみると、京都府(同-26.2％)、

大阪府(同-40.3％)では着実に回復しつつある。 

関西 2府 8県延べ宿泊者を居住地別でみると(図 1-10)、県内の延べ宿泊者数

は 1,808.6 千人泊(2019 年同月比+42.9%)、県外は 7,813.1 千人泊(同-
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2.1%)であった。伸びをみれば、県内は15カ月連続のプラス。また、県外は前月(同

-8.9％)から減少幅は縮小しており、コロナ禍前を回復しつつある。 

2022年の関西の延べ宿泊者数は 8,794.3万人泊、19年比-29.0%となった

(21年：5,787.1万人泊、同-53.3％)。うち、日本人延べ宿泊者数は8,393.3万

人泊(同-6.9%)、外国人延べ宿泊者数は 400.5 万人泊(同-88.1％)であった。

22年10月から行われた全国旅行支援事業と水際対策の大幅緩和が、日本人及び

外国人宿泊者数の回復に好影響した。 

 

 
(出所) 観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

図 1-8 府県別日本人延べ宿泊者数 推移 

 

 
(出所) 観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

図 1-9 府県別外国人延べ宿泊者数 推移 
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(出所) 観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 

図 1-10 府県別外国人延べ宿泊者数 推移 

 

 

表 1-3 関西 延べ宿泊者数伸び率の推移 

 
(出所) 観光庁「宿泊旅行統計調査」より筆者作成 
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全国 46,904.1 19.7 -0.5 40,923.5 5.3 7.8 5,980.6 1,711.9 -34.9

2022年12月

総数 日本人 外国人
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第２章 DMOの観光誘客の取組とその効果-マーケティング・マネジメ

ントエリアに着目した分析：奈良県の事例から-1 

 
稲田 義久 

野村 亮輔 

 

本稿では奈良県にかかわる観光基礎統計を用いて、県の観光戦略が抱える課題

に光をあて、3 つの観光地域づくり法人(以下、DMO)に注目し、その観光誘客効

果を分析した。分析を整理し、得られた含意は以下のようにまとめられる。 

 

1. 宿泊施設数をみれば、県全体の宿泊施設数は増加傾向にある。うち、奈良市

などを含む A エリアでは増加しているが、吉野町などが含まれる D エリアで

は減少傾向で推移している。また、宿泊施設数をタイプ別にみれば、A エリア

では旅館が減少する一方でホテルが増加傾向で推移している。また、D エリア

では旅館、簡易宿所ともに減少している。 

2. 宿泊施設の定員数をみれば、Aエリアではホテルの定員数の増加が全体の押

し上げに寄与しているが、D エリアでは旅館の減少が影響し、全体を押し下げ

ている。旅館の平均稼働率をみれば、A エリア 31.1%に対し、D エリア

11.8%と極端な低水準にとどまっている。これまで宿泊施設不足が課題であ

ったが、この問題は県北部では着実に解消されつつある。一方、県南部では低

稼働率と宿泊施設の不足は解消されていない。 

3. 外国人宿泊者比率は、WEST NARA エリアや吉野町では着実に上昇してい

るが、奈良市のシェアは圧倒的に高い。京都府の分析事例と同様に、集中して

いる地域からいかに他地域への周遊を促進させるかが今後の課題となる。す

なわち、県南部への宿泊を伴うプログラムの造成が重要となろう。 

4. このためにも、各 DMO が行う誘客プロモーション及びコンテンツ開発は重要

である。例えば、地域の自然資源を活用した体験プログラムの造成などの、県

南部へ外国人観光客のみならず日本人観光客をも周遊させる魅力的な仕組

みづくりが一層重要となろう。その際、外国人と日本人とに分けるだけでなく、

外国人に対しては国・地域ごとの嗜好に合わせて各地域がもつ強みを訴求す

ることが重要となろう。 

 
1 本分析は、国土交通省近畿運輸局 との共同研究の一成果である。記して感謝する(第 3 章も同様)。なお、本報告書

はレポートの概要のみ掲載している。内容の詳細については APIR Trend Watch No.82 を参照のこと

(https://www.apir.or.jp/research/10533/)。 
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第３章 DMOの観光誘客への取組-マネジメントエリア別の分析：滋賀

県の事例から-2 
 

稲田 義久 

井原 渉  

野村 亮輔 

 

本稿では滋賀県にかかわる観光基礎統計を用いて、県の観光戦略に光をあて、観

光地域づくり法人(以下、DMO)の活動に注目し抱える課題を分析した。得られた含

意は以下のようにまとめられる。 

 

1. 滋賀県の各DMOにおける、それぞれの特徴や活動状況、マネジメントエリア、

観光資源、誘客ターゲット層に対する取り組みを比較した。注目している観光

課題に違いがあるものの、その活動内容から県内広域を活動エリアとする

DMO と限定された地域(地場)に密着した活動を行う DMOに分けられる。 

2. びわこビジターズビューロー、近江ツーリズムボード、比叡山・びわこ DMO は、

滋賀県の認知度向上に向けた情報発信や持続可能な観光を実現させるため

の環境整備など、県内広域にわたり、周遊滞在型観光の活動に注力している。 

3. 近江八幡観光物産協会、長浜観光協会は、その地域ならではの食文化、暮ら

し体験や地域住民の郷土愛の醸成等、まちづくりを基軸とした地域密着の交

流型観光の活動に注力している。 

4. DMOのマネジメントエリア別に宿泊施設数と稼働率の動向をみれば、宿泊施

設数は大津市と高島市を除くエリアで微減ないしは横ばいで推移している。稼

働率は、大津市では春と夏に上昇する傾向がある。また、近江八幡市、長浜市、

米原市、彦根市では春、夏、秋に上昇する。一方、高島市では夏に高まる傾向

がある。季節性の平準化が重要となろう。 

5. コロナ禍を経て観光スタイルが変化してきており、琵琶湖を中心に各地域の自

然資源や歴史文化遺産をつなぐ宿泊滞在型観光の促進も重要である。上記

季節性の平準化の課題を踏まえれば、各地域ならではの観光資源を活かした

閑散期の新たなコンテンツの造成が必要であろう。また、県域 DMO と地域連

携及び地域 DMO が連携し、各地域の観光資源を繋ぐことで、観光客の滞在

日数を増やすなど、地域間の連携を意識したコンテンツの造成も必要となろう。 

 

  

 
2 なお、本報告書はレポートの概要のみ掲載している。内容の詳細については APIR Trend Watch No.84 を参照の

こと(https://www.apir.or.jp/research/11933/)。 
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第４章 ブランド力アンケートの因子分析3 
 

野村 亮輔 

稲田 義久 

 
はじめに 

 

本章では関西の観光地における「ブランド力」の見える化に向けて、APIR が行った

Web アンケート調査から得られた分析結果を取り上げる。本調査は観光における地

域のブランド力の源泉を明確にし、観光振興にあたり注力するべき点を検討するため

の材料を提供するためのものである。また、観光のみならず、その周囲に存在する他

の要因(例えば、伝統工芸の見学・体験、宿泊・食事など)あるいは、地域の生活体験

が魅力の源泉となっているかどうかも検証する。 

 

 

1. アンケート調査の概要 

 

本節では、はじめに実施したアンケート調査の概要について述べていく。本調査は関

西 2府 8県(福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、

鳥取県、徳島県)在住の日本人を対象にして Web 上にてアンケート調査を行った。ま

た、観光地については、関西に所在する以下の場所を抽出し、回答者には各観光地

に対する訪問の有無と観光地へ訪問した際に感じた以下の質問項目について 5 段

階評価(そう思う・やや思う・ふつう・あまり思わない・全く思わない)で回答を得た。 

 

表 4-1 アンケート調査で取り上げた観光地及質問項目 

【観光地】 

(1)長浜エリア(黒壁スクエア含む) 

(2)天橋立 

(3)宇治エリア(平等院含む) 

(4)美山かやぶきの里 

(5)城崎温泉 

(6)法隆寺エリア 

(7)ならまちエリア(奈良公園、東大寺、興福寺含む) 

(8)吉野山 

(9)白浜エリア(白良浜海水浴場など) 

 
3 なお、本報告書では分析結果の概要のみ掲載している。詳細な内容については APIR Trend Watch （近刊）を参

照のこと。 
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(10)高野山エリア 

(11)熊野古道 

 

【質問項目】 

(1)風景が良かった(風景) 

(2)地域資源を活かした街並みがある(街並み) 

(3)歴史文化を知り、その土地の固有性を感じた(歴史文化) 

(4)現地ならではの料理と食文化を楽しんだ(料理と食文化) 

(5)現地で地元の方と交流できた(交流) 

(6)活気がある(活気) 

(7)交通の便が良く、現地へ行きやすかった(交通) 

(8)通信環境が良い(Free Wi-Fiがある)(通信環境) 

(9)現地の観光案内(標識、ガイド)が適切であった(観光案内) 

(10)気持ちがリフレッシュでき、快適に過ごせた(リフレッシュ) 

(11)癒され、ほっとした(癒し) 

 

2. 観光地に対する評価分析：奈良県、和歌山県、京都府の事例より 

本節ではアンケート調査結果から得られた訪問した各観光地に対する評価を整理し、

分析する。ここでは特に昨年度に行った DMO 分析で取り上げた京都府、和歌山県

に加え、第 2章で取り扱った奈良県の各観光地の評価についてみてみよう。 

 

【京都府】 

<天橋立> 

図 4-1 は天橋立へ訪問した人の各質問項目の平均値を示している。図が示しよう

に「風景」が 4.53 と最も高く、次いで「リフレッシュ」が 3.94、「癒し」が 3.89 と続

いている。一方、「交流」の 2.69 と「通信環境」の 2.89 が平均値(3)を下回ってい

る。 
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図 4-1 観光地に対する平均評価：天橋立 

 

<宇治エリア> 

次に宇治エリア(平等院含む)をみれば、「風景」が 4.25、「歴史文化」が 4.13 と

いずれも 4以上の評価となっている。また、「街並み」が 3.97、「癒し」が 3.87、「リ

フレッシュ」が 3.80 も比較的高い評価となっている。一方で、「交流」は 2.83 と平

均値を下回っている(図 4-2)。 

 
図 4-2 観光地に対する平均評価：宇治エリア 
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<美山かやぶきの里> 

次に美山かやぶきの里をみれば、「風景」が 4.62、「街並み」が 4.38、「歴史文化」

が 4.22 といずれも 4 以上の評価となっている。また、「癒し」が 3.92、「リフレッシ

ュ」が 3.84 も比較的高い評価となっている。一方で、「交通」が 2.57、「通信環境」

が 2.68 となっており平均値を下回っている(図 4-3)。 

 

 
図 4-3 観光地に対する平均評価：美山かやぶきの里 

 

【奈良県】 

<ならまちエリア> 

ならまちエリア(奈良公園、東大寺、興福寺含む)をみれば、「歴史文化」が 4.27、

「風景」が 4.23、「街並み」が 4.18 とそれぞれ 4 以上の評価となっている。この背

景には当該エリアに東大寺や奈良公園があることもあり、歴史文化遺産や風景の良

さが影響していることが考えられる。また、「癒し」、「リフレッシュ」がいずれも 3.96、

「交通」が 3.91で比較的高い評価となっている。一方で、「交流」は 2.96と平均値

を幾分下回っている(図 4-4)。 
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図 4-4 観光地に対する平均評価：ならまちエリア 

 

<法隆寺エリア> 

法隆寺エリアをみれば、「歴史文化」が 4.36、「歴史文化」が 4.13、「街並み」が

4.08 といずれも 4 以上の評価となっている。また、「癒し」が 3.92、「リフレッシュ」

が 3.84 と比較的高い評価となっている(図 4-5)。 

 

 
図 4-5 観光地に対する平均評価：法隆寺エリア 
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<吉野山> 

法隆寺エリアをみれば、「風景」が 4.54、「歴史文化」が 4.15、「リフレッシュ」が

4.10、「癒し」が 4.06 といずれも 4以上の評価となっている。一方、「通信環境」は

2.88 と平均を下回っている(図 4-6)。 

 

 
図 4-6 観光地に対する平均評価：吉野山 

 

 

【和歌山県】 

<高野山エリア> 

高野山エリアをみれば、「歴史文化」が 4.63、「風景」が4.56、「街並み」が 4.32、

「癒し」が 4.21、「リフレッシュ」が 4.15 といずれも 4 以上の評価となっている。ま

た、「料理と食文化」が 3.80、「観光案内」が 3.75 と比較的高い評価となっている

(図 4-7)。 
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図 4-7 観光地に対する平均評価：高野山 

 

<熊野古道> 

熊野古道エリアをみれば、「風景」が 4.41、「歴史文化」が 4.34、「癒し」が 4.15、

「リフレッシュ」が 4.02 といずれも 4 以上の評価となっている。また、「リフレッシュ」

が3.80、「観光案内」が3.66、「交流」が 3.51と比較的高い評価となっている(図

4-8)。 

 

 
図 4-8 観光地に対する平均評価：熊野古道 
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<白浜エリア> 

白浜エリアをみれば、「風景」が 4.34、「リフレッシュ」が 4.13 といずれも 4 以上

の評価となっている。また、「癒し」が 3.99、「料理と食文化」が 3.81「街並み」が

3.79、「活気」が3.58、「歴史文化」が3.52と比較的高い評価となっている(図4-

9)。 

 

 
図 4-9 観光地に対する平均評価：白浜エリア 

 

3. 調査結果を用いた因子分析 

前節ではアンケート調査結果から得られた各観光地への評価について整理、分析を

行った。本節では各観光地の評価を用いた因子分析を行う。 

はじめに因子分析の手法について解説を行う(図 4-10)。 

因子分析とは、多変量解析の分析手法のひとつであり、数多くの変数を少数の潜在

変数(因子)に要約してまとめるものである。今回行ったアンケート結果より、複数の設

問に共通して含まれる「隠れた因子」を発見し、観光地における魅力の源泉を調査し

た。例えば、「風景」や「歴史文化」、「街並み」などの設問に(隠れた)因子が見つか

ったとすれば、この場合、いわば「歴史への憧れ」の因子が全体の評価に深く関係性

がある(相関がある)ということとなる。 
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図 4-10 因子分析のイメージ図 

 

次に各訪問地に行ったことのある方の回答を集計し、表4-2に示されている対象地

の特性値を作成した。 

この特性値とは、例えば「風景が良かった」という設問に対して、そう思う(100 点)、

やや思う(75 点)、ふつう(50 点)、あまり思わない(25 点)、全く思わない(0 点)の

5段階評価で加重平均した値である。 

 

表 4-2 各観光地における特性値 

 
 

今回のアンケート調査から得られた対象となる観光地に対する各設問項目の評価

から因子分析を行い、因子パターン及び因子得点係数行列を抽出した。抽出された

因子パターンの結果から各因子の解釈を以下のように想定した(図 4-11)。 

因子 1：「歴史への憧れ」、因子 2：「生命力の回復」、因子 3：「人との関わり」 

風景が良かった

地域資源を活かした街並みがある

歴史文化を知り、その土地の固有性を感じた

気持ちがリフレッシュでき、快適に過ごせた

癒され、ほっとした

現地で地元の方と交流できた

現地ならではの料理と食文化を楽しんだ

交通の便が良く、現地へ行きやすかった

通信環境が良い

歴史への憧れ

生命力の回復

人との関わり

place 風景 街並み 歴史文化 料理と食文化 交流 交通 通信環境 リフレッシュ 癒し

長浜エリア 74.6 75.0 73.2 63.9 39.6 60.0 49.6 68.9 69.3

天橋立 88.2 65.6 69.0 64.7 42.3 51.9 47.2 73.5 72.2

宇治エリア 81.2 74.3 78.3 63.3 45.8 65.5 51.3 69.9 71.7

美山かやぶきの里 90.5 84.5 80.4 57.4 50.0 39.2 41.9 70.9 73.0

城崎温泉 79.4 81.9 77.0 79.0 53.8 61.7 55.5 81.2 83.0

法隆寺エリア 78.2 77.0 83.9 62.1 50.0 64.1 52.0 71.0 73.0

ならまちエリア 80.7 79.4 81.8 61.3 49.1 72.6 53.6 73.9 73.9

吉野山 88.5 74.0 78.8 64.9 50.0 50.0 47.1 77.4 76.4

白浜エリア 83.5 69.8 63.0 70.3 49.8 61.8 55.7 78.3 74.8

高野山 88.9 83.0 90.7 70.1 54.9 52.5 50.3 78.7 80.2

熊野古道 85.4 76.2 83.5 70.1 62.8 52.4 51.8 75.6 78.7
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図 4-11 計算された因子パターン及び因子得点係数の結果 

 

さらに計算された各観光地の因子得点は以下の通り求められる(表 4-3) 

 

各観光地の因子得点=因子得点係数×各観光地対象地特性値 

 

例えば高野山の因子得点は次のように計算される。 

因子 1(0.1481×88.9+0.3560×83.0+0.4150×90.7=80.4) 

因子 2(0.9775×78.7+0.0051×80.2+0.0051×88.9=77.8) 

因子 3(0.4084×50.3+0.2918×54.9+0.1763×52.5+0.1775×70.1

=58.3) 

 

  

因子得点係数行列

変　数 因子1 因子2 因子3

風景 0.1481 0.0051 -0.0244

街並み 0.3560 0.0128 0.0659

歴史文化 0.4150 0.0146 0.0164

料理と食文化 0.0634 0.0031 0.1775

交流 0.0442 0.0030 0.2918

交通 0.0097 0.0012 0.1763

通信環境 -0.0238 0.0013 0.4084

リフレッシュ -0.0228 0.9775 0.0280

癒し 0.1371 0.0051 0.0581

-0.2 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

歴史文化

街並み

風景

癒し

料理と食文化

交流

交通

リフレッシュ

通信環境

因子パターン 因子1

-0.2 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

リフレッシュ

癒し

風景

料理と食文化

交通

街並み

通信環境

歴史文化

交流

因子パターン 因子2

-0.2 0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

通信環境

交流

交通

料理と食文化

街並み

癒し

リフレッシュ

歴史文化

風景

因子パターン 因子3
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表 4-3 計算された各観光地における因子得点 

 
 

 

上で求めた因子得点から各観光地の偏差値を計算し、その特徴をまとめると次のよ

うに表せる(表 4-4)。 

このアンケート調査の対象地の中では因子 1：「歴史への憧れ」では高野山が最も

高く、因子 2：「生命力の回復」と因子 3：「人との関わり」では城崎温泉が高い結果

となった。 

 

表 4-4 各観光地の因子得点から計算された各因子における偏差値 

 
 

 

因子1 因子2 因子3

歴史文化 リフレッシュ 通信環境

街並み 癒し 交流

風景 風景 交通

料理と食文化

長浜エリア 68.1 68.1 53.8 190.0

天橋立 65.1 72.7 52.3 190.0

宇治エリア 71.0 69.1 57.1 197.2

美山かやぶきの里 76.8 70.2 48.8 195.8

城崎温泉 72.9 80.2 63.3 216.3

法隆寺エリア 73.8 70.1 58.1 202.1

ならまちエリア 74.1 73.0 59.9 207.1

吉野山 72.2 76.5 54.2 202.8

白浜エリア 63.4 77.3 60.6 201.3

高野山 80.4 77.8 58.3 216.4

熊野古道 74.4 74.7 61.2 210.4

place 総合

因子1 因子2 因子3

歴史文化 リフレッシュ 通信環境

街並み 癒し 交流

風景 風景 交通

料理と食文化

長浜エリア 41.8 35.5 42.1

天橋立 35.3 47.5 38.5

宇治エリア 47.8 38.2 50.1

美山かやぶきの里 60.2 41.0 30.1

城崎温泉 51.8 67.2 65.0

法隆寺エリア 53.8 40.9 52.6

ならまちエリア 54.5 48.4 56.9

吉野山 50.3 57.6 43.1

白浜エリア 31.7 59.8 58.6

高野山 67.6 60.9 52.9

熊野古道 55.1 52.9 60.0

place
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最後に因子別に各観光地の偏差値をみれば、以下の特徴がみえてくる(図 4-12)。 

因子 1(歴史への憧れ)では高野山が最も高く、次いで美山かやぶきの里、熊野古道

と続く。 

次に因子 2(生命力の回復)では城崎温泉が最も高く、次いで高野山、白浜エリアと

続く。 

そして、因子 3(人との関わり)では城崎温泉が最も高く、次いで熊野古道、白浜エリ

アと続く。 

 
 

 
 

67.6

60.2

55.1

54.5

53.8

51.8

50.3

47.8

41.8

35.3

31.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

高野山

美山かやぶきの里

熊野古道

ならまちエリア

法隆寺エリア

城崎温泉

吉野山

宇治エリア

長浜エリア

天橋立

白浜エリア

因子1：歴史への憧れ

67.2

60.9

59.8

57.6

52.9

48.4

47.5

41.0

40.9

38.2

35.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

城崎温泉

高野山

白浜エリア

吉野山

熊野古道

ならまちエリア

天橋立

美山かやぶきの里

法隆寺エリア

宇治エリア

長浜エリア

因子2：生命力の回復
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図 4-12 因子別にみた各観光地の特徴 

 

4. 分析結果の整理と含意 

以上でみたように今回行ったアンケート調査から得られる結果を整理し、まとめると

以下のようになる。 

 

(1) 世界遺産を有する高野山や熊野古道では歴史・文化が魅力の源泉となって

いる可能性がある。 

(2) 国内有数の温泉街である城崎温泉や、リゾート地である白浜エリアなどでは

癒しの要素が観光客に影響を与えているようである。 

(3) 熊野古道のように古道歩きを通じて地元の人々との交流や料理食文化の要

素が強く影響していると考えられる。 

(4) 美山かやぶきの里では、歴史・文化の魅力の源泉となっている一方、観光地

の立地場所から交通が不便と感じているようである。 

 

このように観光地の特性を活かした魅力の磨き上げが今後ますます重要となろう。 

 

  

65.0

60.0

58.6

56.9

52.9

52.6

50.1

43.1

42.1

38.5

30.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

城崎温泉

熊野古道

白浜エリア

ならまちエリア

高野山

法隆寺エリア

宇治エリア

吉野山

長浜エリア

天橋立

美山かやぶきの里

因子3：人との関わり



 

27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 シンポジウム編 

  



 

28 

第５章 ＡＰＩＲシンポジウム「次代につなぐ、持続可能なツーリズムとは 

～関西観光の 10年を踏まえて～」 
大島 久典 

野村 亮輔 

稲田 義久 

 

はじめに 

APIRではこれまでの研究成果をもとに、今後のツーリズム振興に向けた課題を報

告、共有するためのシンポジウム「次代につなぐ、持続可能なツーリズムとは ～関西

観光の 10年を踏まえて～」を開催した。開催概要を以下に示す。  

シンポジウムの概要については、別途発行した小冊子4も参照いただきたい。  

 
4 https://saas.actibookone.com/content/detail?param=eyJjb250ZW50TnVtIjozMDI1NTF9&detailFlg=0&pNo=1 

日 時： ２０２３年３月２日（木） １４：３０～１７：００ 

 

会 場： グランフロント大阪北館 地下２階 

 コングレコンベンションセンター ルーム３ 

（Zoom ウェビナーによるライブ配信あり） 

 

次 第： 

 １．主催者挨拶 小浪 明 一般財団法人アジア太平洋研究所 代表理事 

 

 ２．課題提起 

   「次代につなぐ、持続可能なツーリズムとは ～関西観光の 10 年を踏まえて

～」 

    稲田 義久   APIR 研究統括兼数量分析センター長 

 

 ３．ご講演 

   「持続可能な観光に関する国際的な潮流と施策について」 

大宅 千明氏  国連世界観光機関(UNWTO)駐日事務所 副代表 

 

               －休憩－ 

 

 ４．パネルディスカッション 

    パネリスト 

     大宅 千明氏 （再掲） 

    中野 裕行氏 一般社団法人日本旅行業協会 関西事務局 事務局長 

     浦上 正寛氏 公益社団法人姫路観光コンベンションビューロー 

事業推進部 DMO・インバウンド担当係長 

   モデレーター 

     稲田 義久 

 

主 催： 一般財団法人アジア太平洋研究所 

後 援： 国土交通省近畿運輸局 
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1. 提起した課題 

稲田 義久 

 

《要約》 

APIR のインバウンド／ツーリズム研究は、2016 年度から始まり、当初は産業連

関表による分析やマイクロデータ分析が主であったが、21 年度からは DMO（観光

地域づくり法人）の分析を開始した。産業連関分析では、訪日外国人消費や宿泊業

の建設投資の経済効果を関西各府県別に分析を行った。分析の結果、関西来訪外

国人による消費総額は 2019 年にかけて増加した。一方で、宿泊業の建設投資は

17 年度、特に大阪府、京都府での突出した水準がピークを付けた後、低下傾向にあ

り、20年度はコロナ禍もあって、各府県で大幅に減少となった。マイクロデータによる

実証分析では、日本を訪れるインバウンド需要の決定要因を明らかにした。分析の結

果、インバウンド需要は為替レートに敏感に反応するが、所得は為替ほど大きくは影

響しないこと、またビザ緩和は実施した時期には強い効果があるが、徐々に効果が小

さくなっていく、といったことであった。そして、インバウンド需要にとって最も重要な要

因は、ブランド力の向上であると結論付けた。 

2019年 11月にインバウンドに関する初のシンポジウムを開催し、そこで「関西

におけるインバウンドの持続的拡大には、ブランド力、広域・周遊化、イノベーションの

三位一体が重要」と指摘した。加えて、ポストコロナ期では、前述の三位一体の視点

に加え、「安全・安心・安堵」の視点が必要であると述べた。2021年度からはじめた

DMOの分析では京都府、和歌山県、奈良県、滋賀県を取り上げた。分析より宿泊を

伴う滞在型観光の促進が課題ということがあきらかとなった。 

これまでの 10年間の観光を巡る主な出来事の振り返りを行った。2014～15年

はいわゆる爆買い現象が注目される時期であり、インバウンドが急拡大した。その後

も 18年 9月に関西国際空港が台風被害に遭うという打撃を受けたが、訪日外客は

増加を続け、19年には G20大阪サミットやラグビーワールドカップなどのイベント

も追い風となった。一方でオーバーツーリズムが顕在化し、高付加価値路線の展開の

必要性が議論されるようになった。しかし、20年に入ると、コロナ禍でインバウンド需

要が蒸発し、政府や自治体は国内旅行の需要喚起策が開始された。次に 10年間の

国の観光関連施策を、予算項目の上位(外客の滞在環境改善、地域における誘客、

外国向け誘客)の動きを整理すると、5つの政策局面があることが分かった。 

最後に次代に向けた課題を整理した。DMOの分析を通じて気付いたのは、「プレ

イス・ブランディング」の重要性である。地域への周遊を長期的に促進するためには、

「地域のブランド力」の向上且つ、産業、コミュニティ、行政と協力し、「地域のブラン

ド力」を高めることが必要である。 
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この「地域のブランド力」を見える化するため、関西の主要な観光地 11地域に対

する評価を、アンケート調査を行った。そこで浮かび上がってきたキーワードは「歴史

への憧れ」「生命力の回復」「人との関わり」である。 

 

以下はその資料である。 
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2. ご講演「持続可能な観光に関する国際的な潮流と施策について」 

国連世界観光機関（UNWTO）駐日事務所 

副代表 大宅 千明氏 

 

 

1. はじめに 

 

私からは、これまでの APIRの研究で欠けていた視点とされていた、持続可能な

観光に関する国際的な潮流と施策についてご説明したいと思います。最初に持続可

能な観光とは何かをお示しし、われわれ国連世界観光機関（UNWTO）がどのような

取り組みをしているのか紹介した上で、本日のテーマの一つであるプレイス・ブラン

ディングに絡めてお話しします。 

UNWTOは、1975年に設立された観光に関する国連の専門機関です。本部は

スペインのマドリードにあり、日本を含む 160カ国が加盟しています。政府だけでな

く、500の民間企業や研究機関が賛助加盟員として関与していることが特徴的で

す。地域事務所は二つで、アジア太平洋地域の事務所は奈良にあり、中東地域の事

務所が 2021年にサウジアラビア・リヤドに設立されました。 

UNWTOは観光分野における国連の専門機関として、「責任ある、持続可能で、全

ての人がアクセス可能な観光」の促進を目的としており、国際会議などの政策課題の

議論の場や実用的な観光知識を習得するための研修等の機会の提供、観光統計の

収集、分析・調査、ガイドラインの作成などを行っています。 

UNWTO駐日事務所は、アジア太平洋地域の持続可能な観光の普及・発展を通

じて同地域の社会経済の発展と国際相互理解を促進することを目的として、1995

年に日本政府によって誘致されました。2012年からは奈良に拠点を置いています。

観光庁からの任意拠出金と、一般財団法人アジア太平洋観光交流センター

（APTEC）を通じた自治体や観光関連企業からの寄付金により運営されています。 

 

2. 持続可能な観光とは 

 

UNWTOは持続可能な観光を「旅行者、観光関連産業、自然環境、地域社会の需

要を満たしつつ、経済面・社会面・環境面の影響も十分考慮に入れた観光」と定義し

ています。すなわち、経済、社会・文化、環境の三つのバランスが重要だということで

す。地域に経済的なメリットがもたらされるということはもちろんですが、環境に負荷
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がかからず、住民の生活の迷惑にもならず、むしろ自然や文化を観光資源とすること

でその保全や継承につながっていくということが、観光地として持続可能だという考え

です。この定義は、SDGsが定められるよりもずっと以前の 2004年に作られまし

た。 

例えば大勢の観光客が一度に訪れると、経済的なメリットは一部もたらされるもの

の、数がコントロールできなければごみや騒音などの自然環境面の問題が発生した

り、住民が公共交通を使えなかったり、渋滞が慢性化したりといった不便が発生しま

す。そうなると観光客の体験も悪化するので、その評価が観光客の減少につながりま

す。経済、社会・文化、環境の三つのバランスが崩れてしまうと、持続可能な観光地に

はなれないのです。 

本来、観光は全ての SDGsに貢献できるものです。地域に外部から人が訪れて経

済活動をするので、新たな収入や新たな雇用が生まれ、地域に活力が生まれます。持

続可能な観光は社会に貢献すると考えられていて、SDGsの 17の目標のうち、目標

8、目標 12、目標 14には、持続可能な観光業や持続可能な管理について明記され

ています。特に強調されているのは、雇用創出や地方の文化振興・産品の販売への

貢献で、持続可能な観光を促進する政策立案や、環境を測定する手法の開発と導入

が目標として掲げられています。 

 

3. 持続可能な観光の指標 

 

経済、社会・文化、環境のバランスを測る有効な方法の一つとして、UNWTOは

2004年に、持続可能な観光における指標を開発しました。20カ国 63名の専門家

が参画し、13の持続可能性に関する課題ごとの具体的な指標と、18の地域特性に

応じた指標を提案しました。例えば社会・文化に関する課題としては「地域コミュニテ

ィの幸福」、環境に関しては「貴重な天然資源の保護」、経済に関しては「観光による

経済的便益の獲得」などが提案されています。ただし、これらはあくまでメニューとし

て提案されているものなので、観光地が全てを網羅することを求めているわけではあ

りませんし、具体的な数値の取り方を指定しているものでもありません。 

その後、エコツーリズムなどの人気の高まりに伴い、宿泊施設やツアーオペレータ

ーの認証制度が世界中で乱立しました。信頼できる評価基準へのニーズが高まった

ことから、持続可能な観光に関する国際的評価基準を策定すべく、UNWTOなどが

中心となってグローバル・サステナブル・ツーリズム協議会（GSTC）が設立されまし

た。 

GSTCは、2008年に観光産業（宿泊施設、ツアーオペレーター）向けの指標であ

る GSTC-Iを、2013年と 2019年には観光地（デスティネーション）向けの指標



 

61 

として GSTC-Dを開発しています。この指標のモニタリング区分には、先ほどから出

ている経済、社会・文化、環境に加えて、持続可能なマネジメントという項目が設けら

れています。 

なお、GSTCは基準を満たしている観光地や企業を認証する団体ではなく、それら

を認証する団体を認定する団体です。認証団体としては、トラベライフやアースチェッ

ク、グリーン・デスティネーションズなどがよく知られています。 

訪日外国旅行客数の急激な増加によって、日本でも京都などの一部の観光地にお

いて、混雑や騒音が住民の方々の生活に支障を及ぼすオーバーツーリズムが問題視

されるようになりました。そこで 2018年、観光庁に持続可能な観光推進本部を設置

して、国内外の取り組みの整理や今後の方向性について議論が行われました。その

成果が 2019年に取りまとめられ、地方公共団体や DMOが多面的な現状把握に

基づく持続可能な観光地経営を行えるよう、国際基準に準拠した日本版の持続可能

な観光指標を開発することになりました。 

その後、UNWTO駐日事務所も参画した有識者検討会が設置され、2020年に

「持続可能な観光ガイドライン（JSTS-D）」が策定されました。観光庁ではこの年か

ら、全国の自治体や DMOからモデル地区を選定し、GSTC公認トレーナーによるプ

ログラムや、基準に沿ったプロフィール作成・マネジメント体制の構築等を内容とした

モデル事業を実施しています。 

JSTS-Dは、基本的には GSTCが作った観光地向けの基準に準拠しているの

で、項目の構成もそれに倣い、持続可能なマネジメント、社会経済、文化、環境となっ

ています。四つそれぞれについて具体的に取られるべき行動が記載されていますが、

何をどこまでやれば達成となるかという一律の基準が設けられているわけではなく、

あくまで自分たちがどこまでやったかを評価するような仕組みになっています。例えば

マネジメントの指標の「観光による負荷軽減のための財源が確保されていること」の

中に「目的を明確にした財源を確保、運用していること」という項目がありますが、宿

泊税などの特別財源の確保を求めているわけでもありませんし、金額が決まっている

わけでもありません。観光地の規模や特色はさまざまなので、それぞれの観光地で解

釈することが求められています。 

JSTS-Dは観光地の現在の状態を把握しモニタリングするには参考になります

が、継続的にモニタリングしていくためには、体制をつくり、アウトカムやアウトプットの

数値的な指標を定め、測定することが重要になります。とはいえ、データの収集・分析

は観光地にとって大変なことです。網羅的に収集するのではなく、まずは課題と目指

す姿を特定し、そこに向かっているかどうかを数値で把握するという段階的な取り組

みが必要です。そのようなステップを実現するため、UNWTO駐日事務所は 2022

年に、観光庁と運輸総合研究所と連携して「観光を活用した持続可能な地域経営の

手引き」を作成しました。 
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4. UNWTOの取り組み 

 

指標以外で UNWTOが行っている持続可能な観光促進の取り組みを紹介しま

す。一つ目は、2004年から始まった持続可能な観光地域づくりネットワーク

（INSTO）です。INSTOの Oは観測地（observatories）を意味します。県や市町

村といった地域単位で、経済、社会・文化、環境に対する観光の影響について、あらか

じめ指標を立てて継続的に観測するという取り組みです。これにより、問題が起こる

前に客観的な数値に基づいて計画や戦略を立てることが可能になります。現在、中国

やスペイン、インドネシアなど 36の地域が参加しています。 

INSTOに加盟するためには、住民、観光関連事業者、自治体、研究機関などのス

テークホルダーが参画したワーキンググループを立ち上げて、計測する指標について

合意を取ることが求められます。その指標はあくまで持続可能性を測るツールですの

で、まずはその地域のなりたい姿と課題を共有することが要件となります。そして、

GSTC と同様に経済、社会・文化、環境、ガバナンスの四つの観点から、重要な 11

の分野それぞれの具体的指標を設定する必要があります。ただし、これはただ定める

ことだけが要件となっているので、具体的な数字や把握方法は地域で議論して決め

ることになっています。 

一つ例を挙げると、カナダのブリティッシュコロンビア州にオカナガンという地域が

あります。ここは夏にバケーションを過ごすエリアとして人気なのですが、夏に観光客

が集中するという季節性の課題、自然を楽しむ観光地であるが故のアクセシビリティ

やバリアフリーに関する課題、先住民との生活の調和という課題がありました。そこ

で、トムソン・オカナガン観光協会という DMOが中心となり、州政府や大学、少数民

族のグループと連携してワーキンググループを組成し、2019年に INSTOに加入し

ました。 

季節性の課題に関しては、2012年の時点で、年間観光収入の 80％が夏のわず

か 45日間に依存している状況でした。短期間に観光客が集中すると、混雑等の問

題に加え、その時期に悪天候に見舞われた場合は年間収入が激減するというリスク

も生じます。トムソン・オカナガンでは、年間 200日で 80％の観光収入を得ることを

目標に設定し、月別の観光客数やホテル稼働率などを指標としてモニタリングするこ

とにしました。 

夏季の集中を緩和するため、地域を象徴する商品の発掘、先住民族に関するスト

ーリーの発信、地域の食を豊かにするなど、季節に関係なく楽しめる新しい観光商品

を開発した結果、2019年には 45日が 110日に広がる結果となり、平準化が進

んでいます。アクセシビリティは日本でも重要な問題ですが、特に自然エリアではス

ロープや点字ブロックなどを付けづらい場合があります。しかし、ここではアクセシビ

リティに関する情報を集約してアプリ上で紹介するシステムを作ったり、元パラリンピ
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ック選手を招いて、障害のある方でも自然散策を楽しめるルートの開発などを行いま

した。また先住民族との調和については、先住民族の考えに敬意を表し、七つの誓約

を立て、観光客や観光事業者に署名を促しています。 

持続可能な観光地づくりはそれぞれの地域において非常に重要ではありますが、

環境面での持続可能性はグローバルな問題でもあります。気候変動は、天然資源そ

のものを観光資源としている観光地にとって致命的な問題です。ヨーロッパやアメリ

カでは熱波や山火事の被害がありますし、島しょ国では海面上昇がビーチの浸食や

浸水に直結しますので、危機意識が非常に高まっています。 

観光分野での気候変動対策を加速させ、2050年までにネットゼロを達成するこ

とを目的として、2021年に、イギリスのグラスゴーで開催された COP26にて、グラ

スゴー宣言が発表されました。これは観光そのものよりはむしろ移動に関わる部分が

多いのですが、世界中のデスティネーションや民間企業等を対象として署名が促進さ

れました。署名した団体は、署名後 12カ月以内に気候変動対策を策定すること、中

間長期目標に対する進捗状況を毎年公表することとなっています。世界中で 700以

上の団体が参加していますが、日本からはまだ 3団体という状況です。 

観光が地球環境に負荷をもたらすものとして、プラスチックの問題があります。ホテ

ルのアメニティの多くは使い捨てのプラスチックでできています。日本でも 2022年

にプラスチック資源循環促進法が施行されていますが、UNWTOは 2021年から

Global Tourism Plastics Initiative という取り組みを開始しています。グラスゴ

ー宣言と同様、世界中のデスティネーション、団体、民間企業を対象として宣言への

署名を促進するもので、署名団体は使い捨てプラスチックの製品の使用をやめ、リサ

イクルや堆肥化が可能な包装や製品に転換することが求められます。これまで日本で

は、おもてなしとしてたくさんのアメニティが提供されていましたが、海外からはこのよ

うな目線で見られることに留意する必要があると考えています。 

UNWTOはフードロスの取り組みも行っています。ホテルやレストランなどのホス

ピタリティ産業では、20～60％の食材が捨てられているという分析もあります。昨年

12月、UNWTOのガストロノミーツーリズム世界フォーラムが奈良で開催されまし

たが、その場で公表された新しいイニシアチブの一つとして、観光セクターにおける食

品廃棄の削減に向けたロードマップがあります。食品廃棄の削減に関する優良事例

や具体的なアドバイスに焦点を当てたフレームワークを提供し、観光業での食品廃棄

削減を促すというもので、目標の設定や廃棄量の計測、具体的に削減するための方

策の策定などを求めています。 
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5. プレイス・ブランディングに向けた取り組み 

 

ブッキング・ドットコムが行った調査で、コロナ禍を経たサステナビリティに関する旅

行者の意識変化を見たところ、「サステナブルな旅は自分にとって重要である」と回

答した旅行者は世界で 81％、日本では 73％に上っていました。世界の旅行者の 7

割以上が「今後 1年間において、よりサステナブルを心掛けたい」「サステナブルな

宿泊施設に滞在したい」と回答しています。また、JTB総合研究所が行った調査で、

スウェーデン、ドイツ、日本の旅行者に「旅行中に SDGsを意識するために、地域や

商品サービスの提供者側に希望すること」を尋ねたところ、スウェーデンとドイツでは

「世界的な認定機関から『持続可能な観光を推進する旅行先』としての認証がある」

が約半数となっていました。GSTCに準拠した認証制度は、観光地ならグリーン・デ

スティネーションズ、ホテルではグリーンキーなどがありますが、認証の取得が選ばれ

る上でのポイントになり得ることが示唆されています。 

UNWTOでは昨年から、Best Tourism Village という表彰制度を始めました。

人口が 1万 5000人未満の農村や漁村において、観光を活用して地域の文化、環

境の保全に取り組むとともに、地域経済の活性化を図る優れた取り組みを表彰すると

いうものです。選定されると、優れた取り組みを行っている Village同士のネットワー

クに加入したり、ロゴを使用して国際的な認証を受けた観光地であることを世界にア

ピールしたりすることができます。 

日本では 2022年に選ばれた地域はなかったのですが、2021年に京都の美山

町と北海道のニセコ町が選定されました。今まさに政府が改訂を検討している「観光

立国推進基本計画」の素案にも、この Best Tourism Village とグリーン・デスティ

ネーションズに選ばれた団体の数を持続可能な観光の新たな指標とすることが挙げ

られています。 

話は変わりますが、食は訪日外国人が旅で最も期待することです。関西は日本の

食文化の始まりの地でもあり、ブランドを構成する要素の一つとなるかと思います。現

在、ガストロノミーツーリズムというものが世界的に注目を集めています。食を目的に

世界中から観光客が集まる場所としてはスペインのサン・セバスチャンなどが有名で

す。ガストロノミーと聞くと美食を思い浮かべる方もいるかもしれませんが、UNWTO

はガストロノミーツーリズムを「食や食材に関連した観光客の体験・活動」「本格的、

伝統的または革新的な料理体験と併せて、地域の産地訪問、食に関するフェスティバ

ルの参加、料理教室への参加などを含む場合もある」と非常に幅広く定義していま

す。 

そのような幅広い意味でのガストロノミーツーリズムは、その土地で生産・収穫され

るものを、地域に根差した調理方法などを活用して観光客を楽しませる料理に昇華さ

せるものです。生産者と生産環境の保護、地域の食に関する伝統文化の継承、さらに
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は雇用促進などにもつながるので、環境、経済、社会の全ての面において持続可能

な観光あると考えられています。 

 

6. 持続可能な観光への日本と世界の意識の違い 

 

今月 10日に観光庁と UNWTO駐日事務所が共催した「グリーンな観光・国際

観光シンポジウム」にも触れながら、最後にまとめたいと思います。このシンポジウム

に関連して国内外の事例をコンサルティング会社に調査していただいたのですが、海

外事業者へのアンケートで非常に印象に残ったことは、グリーンな観光を「自分たち

のミッションである」「DNAである」「主要戦略の一つである」と言っていたことです。

一方、国内事業者からの回答には「海外の旅行者の方の意識が高まっているので、

何か取り組まなければならないと考えている」というスタンスの回答が多く、ギャップ

が見受けられました。持続可能な観光への取り組みは重要ですが、海外では SDGs

ウォッシュという言葉もあるとおり、形式的な取り入れでは地域や事業者のブランド化

にはつながらないのではないかと考えています。 

一方、シンポジウムに登壇していただいた方が「日本の地方はこれまで地域の中

で完結していたのだから、元々持続可能なのだ。持続可能性や SDGs という言葉が

新しいからといって、何か新しい取り組みをする必要はない」とおっしゃっていたこと

も、なるほどと思いました。地域らしい、日本らしい持続可能な観光地の在り方のヒン

トは、もしかすると地域が紡いできた歴史や独自の文化の中にあり、それに改めて焦

点を当てることが今後の持続可能な観光に重要ではないかと個人的には思っていま

す。 
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3. パネルディスカッション 

大島 久典 

3-1. 議事録 

 

パネルディスカッションでの議論を以下にまとめた。（発言者の敬称略） 

 

1. 自己紹介・ショートプレゼン 

 

（稲田） 今日は三つのテーマについてご議論願いたいと思っています。1番目はコ

ロナ禍から得た教訓と今後の課題、2番目は先ほどご講演いただきました地域ブラ

ンド力向上への取り組み（プレイス・ブランディング）について、3番目は SDGsまた

は D&Iを含む持続可能なツーリズムとは何かということです。 

 その前に、今日ご登壇いただいている中野様と浦上様に、3分程度で事業を含めた

自己紹介していただきたいと思います。それでは中野さんからお願いします。 

 

（中野） 日本旅行業協会（JATA）の中野です。私どもの団体は名前のとおり旅行業

の業界団体で、一般社団法人として活動をしています。昨年 6月現在で正会員は

1100社、それとは別に賛助会員と協力会員が 700社ほどございますので、1800

社強で活動しています。本部は東京で、北海道から沖縄まで 8カ所に支部がありま

す。私が所属する関西支部は近畿 2府 4県を統括しています。 

 幾つかの事業を行っており、ツーリズム EXPOジャパンという世界最大規模の観光

イベントを毎年開催しています。今年は 10月 26～29日にインテックス大阪で開催

することになり、4日間で約 15万人の来場を見込んでいます。業務活動としては、

旅行の促進事業や弁済業務、研修・国家試験の代行などもしています。ただし、コロ

ナ禍のここ 3年間は、ほとんどが業界維持のための陳情活動がメインだったかと思

います。今日は旅行会社の現場の目線でお話しさせていただければと考えています。 

 

（稲田） ありがとうございました。業界と活動についてよく分かりました。次に浦上

様、お願いいたします。 

 

（浦上） 私は姫路観光コンベンションビューローの浦上と申します。このように皆さま

の前でお話しさせていただくのは恐縮なのですが、地域のインバウンドと DMOの推

進担当に従事しているので、現場に近いお話ができればと思います。 

 私たちの組織は、姫路商工会議所の会頭を理事長に、役員等は 33名、事務局が

18名の、姫路市の外郭団体という位置付けです。事務局の職員は、姫路市や商工

会議所からの出向者の他、民間企業（バス会社、旅行会社、メーカー）からは 3名、

私のようなプロパー職員が 4名、そして契約職員と臨時職員という体制になっていま
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す。 

 歴史は古く、昭和 22年から任意団体の観光協会としてスタートし、その後いろいろ

な変遷を経て平成 25年公益法人となりました。令和 2年に地域づくり候補法人

（候補 DMO）に登録され、1年後に登録 DMO となりました。 

 組織の体制と事業内容です。総会や理事会はどこの組織にもあると思いますが、そ

こから派生して DMOの企画運営に携わる委員会があり、その下にはワーキンググル

ープがあります。これは地域のステークホルダーの事業者に入っていただいてそれぞ

れのテーマを協議いただく場で、マーケティングに関するワーキンググループがありま

す。今年は法隆寺と姫路城が日本初の世界遺産となって 30年となる記念の年です

ので、年間を通してさまざまなイベントや企画が予定されています。それらと連動して

いかに集客に結び付けるか、どのように PR していくかといったワーキンググループも

あります。また、受け入れ環境・受け入れ体制の整備について議論するワーキンググ

ループは、私の所属する事業推進部と連携し、観光振興事業として国内観光、インバ

ウンド、全体的な DMOの推進、観光案内所の運営を行っています。 

 事業推進部はその他にも、学会を中心としたコンベンションの誘致活動を行う

MICE事業や、映画作品のロケなどを姫路に誘致するフィルムコミッション事業を行

っています。さまざまな事業を通して姫路市域の経済活性化に寄与するような事業を

していく団体です。 

 

（稲田） ありがとうございました。お二人から今やっている事業等の周辺の話をして

いただきました。それでは早速、先ほどの三つのお題について議論したいと思います。 

 

 

2. コロナ禍から得られた教訓と今後の課題 

 

（稲田） まずは第 1 クールで、コロナ禍から得られた新たな教訓と、今後の反転に向

けての制約等について議論をしてみたいと思います。まずは需要面の大きな変化につ

いて聞いていきます。昨今、需要面の量的な回復と量から質への転換が要求されて

いる中で、インバウンドの回復をリアルタイムでどのように取り組もうとされているの

か、次の段階である高付加価値化のためにどのような取り組みをされているのか、特

に現場に近いお二人からお聞きしたいと思います。まずは中野さん、どんな動きがあ

るのでしょうか。 

 

（中野） コロナ禍では、仕事が止まってしまうという状況がありました。この業界は、こ

れまで湾岸戦争や SaaSなどがあってもゼロになったことはなかったのですが、この

2年半は本当にゼロでした。それまでが良かっただけに、一気になくなった 2年半で

した。 

 一方、インバウンドについて話をすると、観光先としては日本は世界の中でもかなり
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上位で、1番という指標もあるぐらいです。コロナで来られなかったこともあり、その部

分がさらにアップしているのではないかと思います。そこの部分はコロナ前と変わらな

いのですが、コロナで一番変わったのは感染対策です。外国人観光客は 10月以降

大変増えてきているのですが、オーバーツーリズムや感染対策を考えると、必然的に

いろいろなところが今までと違ってくると思っています。 

 コロナ後の訪日インバウンド戦略としてわれわれが考えているのは、サステナブルツ

ーリズムや SDGsへの貢献、テーマ性を持ったツーリズムであるアドベンチャートラ

ベル等の強化、オーバーツーリズム回避に向けた地域誘客の推進、MICEのハイブ

リッド開催です。また、今までは中国からが多かったのですが、欧米豪の富裕層を誘

客する「稼ぐ観光」も念頭に置いています。一番大事なのは質よりも量への追求です

ので、コロナをきっかけにさらに考えているところです。 

 

（稲田） 細かく整理されています。このような形でニューノーマルに対応した持続可

能な観光を目指すということです。 

 では、もっと現場に降りていきます。関西でも姫路はとても大きい市ですし、兵庫も注

目されています。先ほどの観点で、浦上さんにお話し願えればと思います。 

 

（浦上） コロナ前、コロナ中、現状に分けてお話しします。まずコロナ前の姫路のイン

バウンドの状況ですが、2019年を基準に姫路城の年間来場者の推移を見ると、外

国人来場者が約 44万人で、来場者全体の約 35％を占めていました。お城の文化

が根強いので大阪とは違う比率かとは思いますが、宿泊に関してはアジアが約

55％、ヨーロッパが 25％、北米が 12％、オセアニアが 3％と、欧米豪の割合が高

いという特徴がありました。コロナ中はほぼゼロに近い状態で推移していますが、

2022年の来場者は 4万人でした。44万人来ていたのが 4万人ということで、ま

だ回復途上です。直近では 5割強に戻っていますが、それにしてもまだこれからいろ

いろな施策を打っていかなければなりません。 

 われわれの DMOの KPI としては、2023年末には 2019年の水準に何とか戻

したいということで、先ほどの 30周年の記念事業と、その先の関西万博、ワールドマ

スターズゲームズを含めて、連携しながら増やしていこうと計画しています。香港、タ

イ、台湾、イギリス、フランス、ドイツ、スペイン、アメリカ、オーストラリアの 10カ国を重

点市場として設定しており、これらに関しては予算を構えて展開していきます。 

 先ほど量から質へという話がありましたが、われわれもコロナ前はどうしても量を追

い求めていたところは否めないように感じます。ただ、コロナ後は訪問者のニーズの

変化をひしひしと感じています。姫路には姫路城を含めて重要文化財や歴史的資源

が多いので、そういった資源を有効活用した高付加価値なプラン造成を、インバウン

ド向けに来年度以降展開したいと思っています。国内向けにこの 3月から始まる実証

では、15名限定の姫路城の夜間貸し切りを 14回実施します。夜間に貸し切って、

姫路藩お抱えの 12代続く能楽師の家系の方とコラボレーションしたコンテンツを高
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付加価値の価格帯で販売しようということで募集しています。そういった実証を重ね

てインバウンド向けにブラッシュアップし、次年度発展させようと取り組んでいます。 

 

（稲田） ありがとうございます。具体的な姫路の状況を説明していただきました。需

要が蒸発したわけですが、今、足元の状況では 50％ほどが戻ってきているというお

話でした。そういった現実から、高付加価値を目指す具体策として、供給をある程度限

定しながら良いものを高く展開することが大きな柱になってくるということです。また、

文化のコラボを見せることは 2番目のプレイス・ブランディングの話になると思いま

す。地域の文化をしっかり取り込む形で対応しているという話も伺いました。 

 後半に移っていきます。大きな変化が起こってきたことは皆さんがおっしゃったとおり

なのですが、コロナ前と何が違っているのか、現場の肌感覚と、業界からの視点で教

えていただきたいです。われわれが分析したところ、これまでインバウンドの旅行業

界、観光業界を支えていた人は、女性・非正規雇用者が多かったわけです。コロナ以

降はそのような人たちがなかなか帰ってこられず、供給不足が起こっているといわれ

ていますが、現場ではどうなのでしょうか。また、リーダー的な素質を持った人や AI

等を使える高度な人材が集まらないという人材不足の問題もあるかと思います。そう

いうことを踏まえて、コロナ禍で得た教訓や戦略を、試行錯誤で結構ですので教えて

いただきたいです。引き続き浦上さんと中野さんからお願いし、そして世界的な意味

でどのような情報があるのかを大宅さんに伺います。 

 

（浦上） コロナ禍で姫路市域の事業者におけるインバウンド消費がゼロに近くにな

り、インバウンドに向く熱量やベクトルが下がっていることは事実です。そのような状況

下で、そもそものモチベーションと、宿泊事業者はもちろん、例えば 2次交通のタクシ

ーや貸し切りバス関係の事業者の人材が少なくなっていることは現場からひしひしと

伝わってきます。回復途上ではありますが、同じように戻せているかというと、なかな

か厳しいことに変わりはないと聞いています。われわれ自身が直接できることは限ら

れているのですが、コロナ禍に給付的な支援事業はしており、現在は人材の育成のサ

ポートを柔軟かつ重点的に行っていくことを計画しています。 

 

（中野） 浦上さんがおっしゃることに近いのですが、私ども旅行会社からもこの 3年

間で離れていった方が本当に多いですし、その間の採用もしていなかったので、プレ

ーヤーが本当に少ない状況が旅行会社だけではなく観光業界全体で起こっていると

思います。これからは量より質です。もちろん量も大事ですが、質を高めていってイン

バウンドにつなげようということです。ガイドを含めて優秀な人材が必要になってくる

中で、ここは非常に大きな課題であると業界全体で捉えています。 

 JATA としても、今までの活動は旅行会社の促進事業が多かったのですが、学生な

ども含めて、観光業界全体に振り向いていただけるような、業界全体の地位を上げる

ような施策をやっていかないといけないと思います。そう強く感じているところです。 
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（稲田） 今とても面白い話が出ました。人材育成は大事だということで、業界も含め、

地域であれば大学になろうと思いますが、少しずつ動き出されているということです。

ありがとうございます。 

 大宅さん、日本の事例がありましたが、国際的な知見から何か違うところはあるので

しょうか。そのあたりの情報があればお願いしたいです。 

 

（大宅） 少し断片的な情報になってしまうかもしれませんが、観光産業が若者や女性

の非正規従業者で支えられている部分が大きいことは世界的にも共通していて、特に

季節性の高い観光地ではそのような傾向が強いです。コロナ禍でそういった方々を雇

い止めにした結果戻ってこないということも、世界的に共通した課題として認識されて

いると思います。 

 コロナ禍で各国がよく取り組んでいたのが、デジタル化による生産性の向上です。

また、観光に対する住民の理解はその地域での人材確保に貢献するということには

一つ示唆があると思っています。例えば先ほどのシンポジウムでご登壇いただいたハ

ワイ州の方は、観光客が全く来なかった間に地域の方々とコミュニケーションを取り、

その対話を踏まえてマーケティングの方針を一切合切変えたという話をしていました。

地域の方は観光客に、商業的なハワイではなく伝統的なハワイ文化を知ってほしいと

思っていて、だからプロモーションはせず、エデュケーションであるとして相当な方針

転換をされたとおっしゃっていました。そうすることで住民の方も観光に好意を持ち、

自分たちも携わりたいと思うようになれば、地域の人材確保につながると思います。

マネジメント層などになると別の話があるかもしれませんが。 

 

（稲田） ありがとうございました。非常に面白い指摘ですね。観光業を知ってもらい、

それが地域にどのような形で貢献しているのか、いったん利を忘れて位置付けをもう

一度振り返るということは、コロナがあったからこそできたと思います。 

 

 

3. 地域のブランド力向上への取り組み（プレイス・ブランディング） 

 

（稲田） 地域に理解してもらうという意味で、第 2 クールのプレイス・ブランディング

について議論していきたいと思います。最初に浦上さんに、DMOの活動によって地

域をどのようにしていきたいか、姫路の夢も含めて語っていただきたいです。中野さん

からは、そういった事例を見ながら DMOの活動で地域が今後どのように変わってい

くのかということもお話ししていただけたらありがたいです。 

 

（浦上） 姫路としては、DMOの役割として、地域づくりを地域の事業者と取り組むと

いうことに重点を置いています。姫路は観光業というイメージがあるかもしれません
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が、実際はモノづくりの町として発展したところで、製造品出荷額も全国 15位だった

と思います。ただ、観光業は裾野が広いですし、第 2の産業として育てていくため、経

済界と行政と DMOが一体となって進める中で、それを DMOに移行して推進してい

るわけです。 

 地域の事業者がいかに連携して取り組むかということについて、姫路ではコロナ禍

で、ネットワーキングを多く開催し、あるテーマに沿って集まっていただき、抱えている

課題や今後の方向性などを吸い上げました。それに基づいて事業の施策を打とうと、

繰り返し行っていました。お客さま満足度などはよく取るのですが、DMOの満足度や

認知度はあまり取ったことがありません。地域の人がわれわれ DMOをどう見ている

のか、どのように共にブラッシュアップしていくのかということをテーマに、来年度の地

域づくり予算も増やしながら今進めています。 

 

（稲田） 今のお話ですと、モノづくりも含めて地域をうまくネットワーキングしていくこ

とで、地域全体の中で DMOの存在感が増すというイメージかと思います。そのあた

りを全体で見て、中野さんはどう思われるでしょうか。 

 

（中野） 大宅さんの講演で、ガストロノミーツーリズムが持続可能な旅行として地域

のブランディングにも貢献しているという話がありました。業界の中でのトレンドとま

では言いませんが、インバウンドということでガストロノミーと近いところのある、アド

ベンチャーツーリズムというものがあります。名前だけ聞くと「インディジョーンズ」に

出てくるような危ないツアーのような気がしますが、アクティビティ、自然、文化体験の

三つのうち二つが含まれているものがアドベンチャーツーリズムと定義されています。

これは地域に根差したツアーですので、地域のブランディングにも貢献していますし、

SDGsを考える中で注目されていますので、多分伸びていくところだろうと思います。

特に欧米の方が好んで行くツアーですので消費額も当然高くなりますから、全体的に

旅行費用が上がることにもつながると考えます。 

 

（稲田） ありがとうございました。アドベンチャートラベル等のテーマ性を持ったツー

リズムの強化というご指摘がありました。自然や文化を巻き込んだ、すなわち地域の

特性を巻き込んだ形での広がりを一つの押しにしているという話でした。 

 大宅さんの講演でも出ていたガストロノミーツーリズムについて、プレイス・ブランデ

ィングとの関係や、どこが新味であるかといったことを、個人的な見解で結構ですの

でもう少し敷衍していただければと思います。 

 

（大宅） ガストロノミーツーリズムについては、これといった観光資源がない場所で

も、その地域に根付く食材と調理法があり、その歴史をひも解いて現代の観光客を楽

しませるメニューにつなげることができれば、他の地域と差別化して観光客を呼ぶこ

とができるともいわれています。日本の場合は地域ごとに非常に豊かな食材があり、
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調理方法もさまざまなので、本当に豊かなのだろうと考えています。 

 一方、外国人観光客にとってはストーリーが大事だということもよくいわれています。

奈良でいうと、なぜ柿の葉寿司なのか、どのような経緯でこの形になったのか。なぜ

奈良で日本酒なのかというと、発祥の地という歴史があるから。そういったことが説明

されて初めて訪れたいと思っていただけるということです。 

 

（稲田） ありがとうございます。よく分かりました。柿の葉寿司は私もよく知っている

のですが、おいしいものや高くて洗練されたものを食べて喜んでもらうという話ではな

くて、シンプルであっても深い文化的背景があるものが好まれるという意味で、新たな

付加価値を付けるというのがガストロノミーツーリズムの背景にあるような気がしま

す。そのような意味ではプレイス・ブランディングの一つのやり方かと思います。 

 

 

4. SDGs / D＆Iを含む持続可能なツーリズムとは 

 

（稲田） これから 3番目に移ります。これはなかなか難しいところなのですが、今は

コロナ禍を経て新たな対応の仕方が少しずつ見えてきており、プレイス・ブランディン

グを背景にいろいろな価値を持たせる展開が進んできている気がします。そこで 3番

目では、SDGs と D&I も含む、持続可能なツーリズムの新たな姿について皆さんに

議論していただきたいと思います。 

 われわれの研究会で最初にこの話をしようと思ったとき、中野さんからご指摘を受け

ました。以前の観光公害等の環境保全の問題から、SDGsを踏まえた幅広い課題設

定へと変遷しており、それをきちんと捉えないと旅行業界としても対応が難しいという

話をしていただきました。そこでまず中野さんに、SDGsに対する観光客の感度が上

がってきているのかどうかをお伺いします。そして浦上さんに姫路の状況を聞き、大宅

さんからは日本や世界の感度について、もう少し解釈を入れて新たな動きを説明して

いただければと思います。 

 

（中野） SDGsに対する感度は、特にインバウンドの方は間違いなく上がっていると

思います。はやりなどではなく、マストというのでしょうか。特に欧米豪のインバウンド

に対しては、強く感じられます。 

 いわゆる富裕層の方の中には、新しい富裕層と従来の富裕層があります。従来のラ

グジュアリー（classic luxury）志向の方は 50代から 60代の方が中心で、われ

われが今まで描いていた富、力、地位、魅力という価値観を持っていて、高い快適性

やベストサービス、ステータスシンボル、プライバシー、エクスクルーシブといったこと

を求める旅行が主でした。しかし、最近の新しいラグジュアリー（modern luxury）

志向の人々は 20代や 30代のミレニアム層の若者が中心で、価値観が全然違って

います。彼らは文化や起源、遺産、新しいことへの挑戦、贅沢よりも経験、自分にとって
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の意義を重視していて、本物の体験、アドベンチャー、ガストロノミー、サステナビリテ

ィ、エコツーリズムに重きを置いた旅行をします。 

 従来の富裕層ももちろん重要ですが、どちらかというと新しい富裕層が今後増えて

いくことを十分意識しながらインバウンドに取り組んでいかないといけないと思ってい

ます。旅行会社の対応としても、商品ロスやペーパーレスといったエネルギー削減を

盛り込んだツアーや、お金はかかりますがカーボンオフセットに取り組んだツアーなど

を各社がやっているのが現状です。 

 

（稲田） 今の指摘はとても面白いと思います。中野さんに追加質問ですが、modern 

luxury としてはミレニアム世代（20代・30代）に着目していて、Z世代はあまり意

識されていないのでしょうか。Z世代はお金を出すというところではなかなかウエート

が小さいかもしれませんが、何か動向や情報はありますか。 

 

（中野） インバウンドに関しての Z世代について、特にこうだということは今あまりい

われていません。あくまで富裕層という捉え方の中でのミレニアム世代ですので、何

年か後には今の Z世代が中心になってくるとは思いますが、私は存じ上げません。 

 

（稲田） ありがとうございます。拡大中のターゲット層も含めて、このようなところを見

ていくということです。それでは浦上さん、お願いします。 

 

（浦上） SDGs という切り口を姫路に落とし込んだ場合、われわれの DMOは姫路

市に教育旅行を誘致する役割を担っているのですが、事前学習や姫路での宿泊を行

う SDGsプログラムのニーズが学校教育現場の方からあり、それが次々年度の誘致

の際の必須なテーマとして挙げられています。 

 例えば姫路城一つとっても、今までは単にガイドと回って終わりといったツーリズム

が主流だったのですが、今は、400年以上現存するお城をどのように守ってきたの

か、そこには職人の知恵や日頃の改修工事があるのだということを学びます。例えば

瓦屋は、瓦だけでは今は生きられないので少しターゲットを変えて新たな取り組みを

していたり、姫路は城下町なので甲冑士の家系があるのですが、今は当然甲冑は売

れないので、現代に即した転換を行って持続可能な継承しているということがありま

す。お菓子一つとってもそのような話があるので、そのようなものをプログラムとして

構築することに取り組んでいます。 

 インバウンドに関しても、冒頭にご紹介した姫路城の特別プランもまさにmodern 

luxury向けです。全てを貸し切ったり、五ツ星のホテルに泊まってもらったりというこ

とはできませんが、自分の趣味嗜好に合ったものにお金を払うことをいとわない層に

強くインパクトを与えられる、質の高いものをつくっていきたいと考えています。SDGs

がその一つの重要なファクターになると思っています。 
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（稲田） ありがとうございます。外との比較という意味で、大宅さん、何かコメントは

ありますか。 

 

（大宅） 先ほどのプレゼンの中でブッキング・ドットコムの調査を引き合いに出しまし

たが、今後 1年間でサステナブルな旅をしたいと回答した旅行者は世界では 7割以

上いますが、日本は 46％で、少し差があると感じています。コロナ禍を経た世界的ト

レンドとして、現地に行くからこそ経験できる地元の人たちとの触れ合いや、先ほど姫

路の例にあったような本物の体験、地域に貢献するといったことに関心が高まってい

ます。また、アドベンチャーツーリズムにも関連するかもしれませんが、人混みを避けて

郊外や田舎での滞在や屋外のアクティビティにも関心が向いているといわれていて、

その部分は日本も海外も同じかもしれません。 

 持続可能性に関しては、欧米では熱波などで気候変動の影響を直に体感している

こともあり、危機意識が強いと思います。そのような意味で捉え方に少し差が出ている

のかもしれないという個人的な見解を持っています。 

 

（稲田） 今の厳然たる事実ですね。外国人の 7割以上が SDGsをベースにしなけ

ればと考えている一方、日本人ではまだ 50％を割っています。いろいろなことが指摘

されましたが、SDGsが単なる単価アップの一つの手段的として短絡的に考えられて

は困ると思います。観光業界が今どう考えているのかも含めて、SDGsのトレンドは

不可逆的なものなのか一時期的なものなのか、そのあたりの感触を中野さんにお願

いします。 

 

（中野） 個人的な意見もかなり入りますが、SDGsにゴールはなく、プロセスを経る

ごとに目標が高くなると思うので、SDGsのトレンドはこれからもずっと変わらないと

思います。欧米を中心にコロナ前からずっとこの考えは持たれていたのですが、日本

はあまり反応していませんでした。しかし、コロナの間にじっくり考えたとき、日本の観

光業界もやらなければいけないと考えるようになったと思います。 

 フランス人の観光客へのアンケートでは、9割以上の人が旅行中に持続可能なこと

を実践したいと答えていました。具体的にどんなものかと聞くと、地産地消、公共機関

の使用、ホテルのタオルやシーツを換えないといった答えが返ってきたので、手間と時

間はかかりますが、決して難しいことではないと思います。旅行業界も取り入れやす

く、取り入れていかなければいけないことが SDGs関連のことではないかと感じてい

ます。 

 

（稲田） ありがとうございます。マストだという発言が出ました。私もそのような気がし

ます。地産地消という言葉も出ましたが、輸入を増やすのではなくできるだけ内製化

し、中でどれだけ回していけるか、地域の所得をどう増やしていくかというつながり方

になっていると思います。 
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 一方、人材不足等の問題が今起きています。長期的な観点では、浦上さんが言われ

たように、観光業を地域にきちんと理解してもらうといった教育面に時間をかけるとい

うことがあり、短期的には、供給側の制約を回避するための DXやロボットなどがあ

ると思います。必要性を感じているところについて、ヒントがあれば教えていただきた

いです。 

 

（浦上） 非常に重要な課題かと思います。姫路の場合、閑散期と繁忙期で 2.5倍違

うといった需要予測が明確にデータでマーケティングできていません。DXを活用して

需要予測や先の展望の共有ができれば、事業者の負担軽減やコスト削減につながる

ということを、いろいろなお話を聞いていて思いました。 

 

（中野） 人材不足はどうしようもないことですが、日々仕事をしながら、人材不足とい

う現状が、量より質をやりやすいタイミングなのではないかと感じています。これから

人が増えてくると量も追い求めなければならなくなるので、オーバーツーリズムも加味

しながら、持続可能なインバウンドの旅行になればよいと強く思います。 

 

（稲田） 浦上さんから少し出ましたが、状況をよく見るということですよね。供給不足

が起こるのには季節性の問題があります。データをしっかりモニターし、季節性を平準

化できるものをつくり出せれば、ある程度対応できるところがある。要は知恵だという

話だったと思います。ですから、供給制約を恐れずにいいものをつくり、SDGsのコン

セプトを実現できるような品ぞろえにしていくことが一番の常道であるということが、

皆さんの話から伺えるところでした。 

 いよいよラップアップとなります。今日は、現場からの経験、特にポストコロナへの対

応等について、ローカルからグローバルな議論ができました。インバウンドだけではな

く、今後やっていくためには世界基準を意識しなければならないということが、ラップ

アップの一つのポイントだと思います。ローカルを意識しながらグローバルな基準を

意識することが非常に大事であるということが、今回の議論から得られました。 

 また、今進んでいることがいろいろあります。地域に基づいた文化や自然を背景にし

ながらいいコンテンツのものをつくっていくこと。例えば教育旅行は一つの可能性の

ある領域でしょう。姫路の場合、姫路城を支えてきた文化を理解してもらうというもの

でした。例えば和歌山であれば、自然がありますから、山林資源をどう使っていくのか

というところにつながっていく気がします。 

 本日のパネルディスカッションでは、コロナ禍の経験から得た教訓や今後の反転に

対する制約、プレイス・ブランディングについてと、SDGsを含む持続可能なツーリズ

ムの姿について話をしていただきました。私どもも今日の議論を整理し、パンフレット

としてホームページに上げますので、皆さん方に見ていただきたいと思います。本日は

短い時間の中できれいに説明していただき、また要領を得た答えを返していただいて

感謝しています。長きにわたりましたが、これをもってパネルディスカッションを終了し
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ます。 
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